
平成 23年度企業のキャリア形成支援推進研究会報告書の概要 
 

○ 職業生涯の長期化、産業・職業構造の変化などを背景に、労働者個々人の職業生涯

にわたる主体的なキャリア形成が必要である。 

 

○ 個々の労働者の職業生活設計は自ら主体となるべきと考える労働者は約 7 割近い

が、考える場を提供している事業所は約 4割である他、近年教育訓練及び自己啓発実

施事業所の割合が低下している。 

 

○ 労働者のキャリア形成にあたっては、企業などの支援が必要であるが、現時点では、

企業などにとって、キャリア形成支援のあり方、好事例、具体的効果などが共有しに

くい状況にあることから具体的取り組みには進みにくい。 

 

○ このため、国によるキャリア形成支援の普及啓発対策の一つとして、企業などがキ

ャリア支援に取り組むためのモデルとなるグッドプラクティス（優れた取り組み）情

報の収集、提供が必要である。また、これらの情報は、さまざまな企業規模、業種、

抱える経営課題などごとの取り組みであって、専門的な評価に基づいたものである必

要がある。 

 

○ 企業などのキャリア支援を普及啓発し、これらの情報の収集のためには、企業など

の取り組みについて表彰制度を創設することが効果的、効率的である。 

 

○ 企業などの表彰にあたっては、「人を育て、人が育つ」ことを経営の重点として取

り組み、成果を上げている企業などを対象とすることが必要である。 

 

○ 具体的な評価項目は、 

①「キャリア形成の仕組みと活用（どのようなキャリア支援の仕組みか、それが活用 

されているか）」 

②「機能・効果性（キャリア支援策として機能し、効果をあげているか）」 

③「普及推進への貢献（他企業などへの普及促進に貢献するものか）」 

の三項目で構成すべきである。 

  

○ なお、「キャリア形成の仕組みと活用」については、さらに 

①「労働者―労働者が成長感、成長期待を感じられる仕組みとなっているか―」 

②「企業（組織）―企業としてありたい姿、企業ビジョンと合っているか―」 

③「社会―雇用問題等の社会的な課題を解決する方向と合っているか、地域や社会と 

の関わりを推進するものか―」 

の三つの視点から評価すべきである。 

 

○ 表彰は、総合的に見るだけでなく、特に優れた特徴を持つ企業なども対象とすべき

である。 

 

○ 平成 24年度から表彰事業を実施する必要がある。 

また、今後、評価項目が企業などのめざすべき取り組みのチェックリストの役割を 

果たし、キャリア形成支援の普及につながることを期待する。 
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平成 23 年度「企業のキャリア形成支援推進研究会」検討状況 

 

   ○第 1回（平成 23年 8月 5日） 

    ・キャリア形成支援企業の現況と課題 

    ・企業のキャリア形成支援に係る普及対策 

   ○第 2回（平成 23年 11 月 14 日） 

    ・表彰事業の骨格 

    ・キャリア形成支援企業を評価する視点 

   ○第 3回（平成 24年 2月 2日） 

    ・表彰事業について 

    ・評価の視点について 

 



平成２３年度 企業のキャリア形成支援推進研究会報告書の概要 

〈背景・現状・課題〉 〈研究会での検討結果〉 

－背景・現状－ 

① 職業生涯の長期 化、産業・職 
  業構造の変化、厳しい雇用・失 
  業情勢 

② 個々の労働者の職業生活設 
        計は自ら主体となるべきと考 
        える労働者は約７割近いが、 
        考える場を提供している事業 
        所は約４割 

③ 近年 教育訓練及び自己啓 
       発実施事業所の割合が低下 

職業生涯
にわたる
労働者
個々人の
主体的な
キャリア
形成が 
必要 

企業などに 

よる労働者
のキャリア
形成支援が
必要 

－課題－ 

－国による必要な対策－ 

① 企業などによるキャリア形成支援の啓発・ 
         普及が必要 

② そのためには、表彰事業を通して、グッド 
        プラクティス（優れた取り組み）情報の収 
    集・提供が効果的・効率的   

③ 企業などの表彰にあたっては、評価の 
   視点 が必要 

－企業などのキャリア支援の 
     取り組みを評価する視点－ 

① 「人を育て、人が育つ」ことを経営の重点 
       として取り組み、成果を上げて いる企業 
       などを対象とすることが必要 

② 具体的には、「キャリア形成の仕組みと 
        活用」・「機能・効果性」・「普及推進への 
    貢献」の三側面から評価するのが適当 

③ また、「キャリア形成の仕組みと活用」は、 
       「労働者」・「企業（組織）」・「社会」の三視 
       点から評価するのが適当 

④ なお、表彰は、統合的に見るだけでなく、 
       特に優れた特徴を持つ企業なども対象と 
       すべき 
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